
目標年度

主要な政策に係る政策評価の事前分析表（平成27年度実施政策）

政策
（※１）

名 政策10：情報通信技術高度利活用の推進

担当部局課室名

情報流通行政局　情報流通振興課
他５課
情報通信国際戦略局　情報通信政
策課
総合通信基盤局　消費者行政課

作成責任者名
情報流通行政局　情報流通振興
課長
岡崎　毅

政策の概要
ＩＣＴによる生産性向上・国際競争力の強化、ＩＣＴによる地域の活性化、誰もが安心してＩＣＴを利用できる環境の整備、先進的社会システムの構築を
図り、ＩＣＴの高度利活用を推進することで、世界最高水準の情報通信技術利活用社会を実現する。

分野【政策体系
上の位置付け】

基準年度 26年度 27年度

ＩＣＴによる新たな産業・市場
を創出すること

①
国内生産額に占めるICT産
業の割合
　　＜アウトカム指標＞

全産業中最大規模
（平成25年版情報通信白書）

25年度

情報通信（ICT政策）

基本目標【達成すべき目標及
び目標設定の考え方・根拠】

世界最高水準の情報通信技術利活用社会の実現のため、国民生活・企業活動に必要不可欠となっているＩＣＴの高度利活用の推進により、ＩＣＴによる新たな産業・市場を創出すること、社会課題の解決を推
進すること及びＩＣＴ利活用のための基盤整備を実施する。

政策評価実施
予定時期

平成28年８月

施策目標
               測定指標
（数字に○を付した測定指標
は、主要な測定指標）

基準（値） 目標（値）

年度ごとの目標（値）

全産業中最大規模を維持 27年度

全産業中最大規模を維持 全産業中最大規模を維持

情報通信技術（ICT）は、あらゆる領域に活用される万能
ツールとして、経済再生や社会的課題の解決に大きく貢献
するものであるため、国内生産額に占めるＩＣＴ産業の割合
を指標と設定。

【参考】
 「ICTの経済分析に関する調査」
 ・平成26年版 81.8兆円／924.0兆円　8.9%
 ・平成25年版 82.7兆円／918.6兆円　9.0%

全産業中最大規模
（平成26年版情報通信白書）

―

測定指標の選定理由及び目標（値）（水準・目標年度）の設
定の根拠

年度ごとの実績（値）

2

分野を超えたデータの流
通・連携・利活用を効果的
に行うためのオープンデー
タ基盤の実現に向けた取
組状況
　　＜アウトプット指標＞

・公共データについて「各府省ホー
ムページにおける利用ルールの見
直し」の検討を実施。
・公共データの利用ルール等を解説
した「オープンデータ化ガイド」の作
成に向けた検討を実施。
・7本の実証実験を実施し、情報流
通連携基盤共通API等の適用性の
検証及び仕様の精査を実施。
・オープンデータ化されたデータを
活用したアプリケーションの開発を
一般公募により実施し、優秀なもの
を表彰。

25年度

・公共データの自由な二次利用（編
集・加工等）を認める利用ルールの
見直しに関して検討の実施。
・「オープンデータガイド」の策定に
向けて検討を実施し、「二次利用の
促進のための府省のデータ公開に
関する基本的考え方（ガイドライ
ン）」の改訂に貢献。
・実証実験を通じて、情報流通連携
基盤共通APIの改訂を実施。
・オープンデータ化されたデータ等
を活用したアイデアソン・ハッカソン
※等によりオープンデータ化のメ
リットの可視化、普及・啓発を実施。
・「オープンデータガイド」の改訂に
向けて検討を実施。
・データ利活用によるビジネス事例
集の策定や、データ活用人材の育
成に資する研修体制のあり方に関
する検討等を通じ、オープンデータ
化のメリットの可視化、普及・啓発を
実施。

※グループにおいてアイディア出
し、ソフト開発等を行うイベント

・公共データの自由な二次利用（編
集・加工等）を認める利用ルールの
見直しに関して検討の実施。
・「オープンデータ化ガイド」の策定に
向けて検討を実施し、「二次利用の
促進のための府省のデータ公開に
関する基本的考え方（ガイドライン）」
の改訂に貢献。
・実証実験を通じて、情報流通連携
基盤共通APIの改訂を実施。
・オープンデータ化されたデータ等を
活用したアプリケーションの開発や、
アイデアソン、ハッカソン等による
オープンデータ化のメリットの可視
化、普及・啓発を実施。

・公共データの自由な二次利用（編
集・加工等）を認める利用ルールの
見直しに関して検討を実施。
・「オープンデータガイド」の改訂に向
けて検討を実施。
・実証実験等を通じて、情報流通連
携基盤共通APIの改訂を実施。
・データ利活用によるビジネス事例集
の策定や、データ活用人材の育成に
資する研修体制のあり方に関する検
討等を通じ、オープンデータ化のメ
リットの可視化、普及・啓発を実施。

分野を超えたデータの流通・連携・利活用を効果的に行うた
めのオープンデータ基盤の実現は、価値あるデータの連携
による創造的新事業・新サービスの創出促進に資すること
から指標として設定。
平成26年度までに当初目標としていた成果を上げ、平成27
年度さらに取組を推進することとしたため、目標年度を変更
し、目標値を追加修正。

※呼称を「オープンデータ化ガイド」から「オープンデータガ
イド」に変更

・公共データの自由な二次利用を認
める利用ルールの見直しについて、
オープンデータ流通推進コンソーシ
アム及び一般社団法人オープン＆
ビッグデータ活用・地方創生推進機
構と連携し検討を実施した。
・オープンデータ流通推進コンソーシ
アムと連携し、利用ルール及び技術
的事項について解説した「オープン
データガイド」を作成・公表した。
・実証実験を通じて、情報流通連携
基盤共通APIの改訂を実施した。
・実証実験でオープンデータ化された
データを活用したアプリケーションの
開発を一般公募により実施、24件の
アプリケーションが開発され、優秀な
ものについて表彰した。また、Web開
発者が自ら開発したWebサイトやス
マートフォンアプリ等を通して技術、
デザイン、アイデアを競い合うコンテ
スト（MashupAwards）において、オー
プンデータを活用したビジネスを広く
募集し、優秀なものについて内閣官
房等と連携し表彰するなど、普及・啓
発を実施した。

―

27年度

（総務省２７－⑩） 



3
４Ｋ・８Ｋ等の次世代放送・
通信サービスの早期実現
　　＜アウトカム指標＞

・４Ｋ・８Ｋ等のサービス実用化・普
及に向けて、放送事業者、メーカー
等が取り組む、具体的なロードマッ
プを策定・公表。
・４Ｋ・８Ｋ等のサービス実用化のた
めの、圧縮符号化技術をはじめとす
る技術の検証、伝送・制作環境の
整備等。

25年度

・2014年（H26年）に、衛星放送等に
おいて４Ｋの試験的放送の開始。
・2016年（H28年）に、衛星放送等に
おいて４Ｋの本放送、８Ｋの試験的
放送の開始。

28年度

４Ｋの試験的放送を実施し、技術検
証等を実施。

４Ｋの本放送、８Ｋの試験的な放送に
向けた技術検証等を実施。 世界最先端の標準化技術を使用し、実証等を行うことで、

我が国が次世代放送・通信サービスを世界に先駆けて実
現し、新たな市場の創出を図るため、４Ｋ及びスマートテレ
ビに対応した放送については2014 年から、８Ｋについては
2016 年から、衛星放送等における試験的な放送の開始を
目指すことを指標として設定。

４Kの試験的放送を平成26年６月に
124/128度CSにおいて開始し、技術
的要素について技術検証等を実施。

―

5

デジタルサイネージを活用
した効果的・効率的な一斉
情報配信方法の確立に向
けた技術要件等の策定
　　＜アウトプット指標＞

デジタルサイネージを活用した効果
的・効率的な一斉情報配信方法の
確立に向けた検討を実施。

26年度
デジタルサイネージを活用した効果
的・効率的な一斉情報配信の実現
に向けた課題の整理及び検証。

④

日本コンテンツの海外にお
ける効果的な放送に向けた
取組の実施
　　＜アウトプット指標＞

地上波放送等の効果的なメディア
での継続的な放送の実現に向けた
検討。

25年度

実証実験を行うことにより、海外（特
にアジア諸国）の地上波放送等の
効果的なメディアでの継続的な放送
を実施。

27年度

27年度

デジタルサイネージを活用した効果
的・効率的な一斉情報配信の実現に
向けた課題の整理及び検証。

平成26年度から「2020年に向けた社会全体のICT化推進に
関する懇談会　幹事会　デジタルサイネージＷＧ」におい
て、デジタルサイネージに期待される役割等について検討
し、「2020デジタルサイネージ基本方針」を取りまとめている
ところであり、デジタルサイネージを活用した効果的・効率
的な一斉情報配信方法の確立に向けた技術要件等の策定
は、ICTによる新たな産業・市場を創出することにつながる
ため、指標として設定。―

海外（特にアジア諸国）の地上波等
の効果的なメディアでの継続的な放
送を実施。

引き続き、海外（特にアジア諸国）の
地上波等の効果的なメディアでの継
続的な放送を実施。

海外における効果的な放送を実現するための諸施策を実
施することにより、我が国のコンテンツ海外展開が促進され
ることが期待されるため、指標として設定。
平成26年度までに当初目標としていた成果を上げ、平成27
年度さらに取組を推進することとしたため、目標年度を変更
し、目標値を追加修正。

・ASEAN諸国等13カ国における地上
波テレビ等の効果的なメディアで、日
本の魅力ある放送コンテンツを継続
的に発信する事業を実施。（41事業）
・ASEANで展開する日本番組専門
チャンネルにおいて、地域活性化に
資する放送コンテンツを計125時間
（程度）放送。さらに２回の再放送を
実施。

―

6

自治体業務の連携に必要
な業務プロセス改革等のモ
デルを策定、公表
　　＜アウトプット指標＞

自治体業務の連携に必要な業務プ
ロセス改革等のモデルを策定。

25年度

・自治体業務の連携に必要な業務
プロセス改革等のモデルの公表・改
訂、並びに自治体からの問い合わ
せ対応。
・自庁とクラウド間やクラウド間にお
ける自治体業務システムの情報連
携等に係る情報連携に係る標準仕
様の策定。

7

全省庁統一参加資格審査
のためのシステム及び、電
気通信行政情報システム
の稼働率
　　＜アウトプット指標＞

※稼働率＝（サービス提供時間-
障害停止時間）／サービス提供
時間

いずれも
99.5％以上

25年度
いずれも

99.5％以上
27年度

いずれも
99.5％以上

いずれも
99.5％以上

全省庁統一資格審査及び調達情報の提供を円滑に行うた
め、当該事務処理を行うシステムが安定的に稼働する必要
があるため、指標として設定。
システムの運用上設定している目標稼働率99.5％を目標値
として設定。

・全省庁統一参加資格審査のための
システム
　官側：99.86％
　民側：100％
・電気通信行政情報システム
　99.99％

―

27年度

自治体業務の連携に必要な業務プ
ロセス改革等のモデルを公表。

・自治体業務の連携に必要な業務プ
ロセス改革等のモデルの改訂、並び
に自治体からの問い合わせ対応。
・自庁とクラウド間やクラウド間にお
ける自治体業務システムの情報連携
等に係る情報連携に係る標準仕様
の策定。

自治体における効果的・効率的なバックオフィス連携を実現
するため、自治体業務の連携に必要な業務プロセス改革
等のモデルの策定、公表を目標として設定。
平成26年度までに当初目標としていた成果を上げ、平成27
年度さらに取組を推進することとしたため、目標年度を修
正。

自治体業務の連携に必要な業務プ
ロセス改革等のモデルを、内閣官房
社会保障改革担当室所管の社会保
障・税番号制度共有ツール「デジタル
PMO（※）」へ掲載することで公表。

※社会保障・税番号制度の運用開始
に向け、国・地方自治体・各データ保
有機関の連携を図るため、番号制度
に関する情報共有を目的としたコミュ
ニケーションツール

―



9

対象の放送番組（※1）の放
送時間に占める
(1)字幕放送時間の割合
(2)解説放送（※2）時間の
割合
　　＜アウトカム指標＞

※1　７時から24時までの間に放
送される番組のうち、
(1)字幕放送については、技術的
に字幕を付すことができない放
送番組等を除く全ての放送番組
(2)解説放送については、権利処
理上の理由等により解説を付す
ことができない放送番組を除く全
ての放送番組

※2  視覚障害者が番組を理解
できるように、画面の内容や場面
の状況を説明する解説音声を追
加するサービス

（1）77％
（2） １％

20年度
（1）100％
（2）10％

8
ＩＣＴを活用した街づくりの普
及展開に向けた取組状況
　　＜アウトプット指標＞

(1)「ICT街づくり推進会議」を開催
し、ICTスマートタウンの普及展開方
策について検討。
(2)ICTスマートタウンの普及展開の
ための成功モデルや「ＩＣＴ街づくり
プラットフォーム」（※）構築に向けた
地域実証プロジェクトを実施。

※これまでの地域実証プロジェクトで得ら
れた成果を、他の地域において、それぞれ
のニーズに応じて安価かつ容易に再利用
することを可能とする仕組み

25年度

これまで実施した地域実証プロジェ
クトの成果（成功モデル及びプラット
フォーム）を基に、ICT街づくりの普
及展開を推進。

29年度

（1）92.6％
（2） 5.7％

（1）94.8％
（2） 6.8％

「視聴覚障害者向け放送普及行政の指針」において、字幕
放送及び解説放送の普及目標（目標期間：平成20年度から
平成29年度まで）として定められていることから、指標として
設定（ただし、年度ごとの目標値は定めていないため、年度
ごとの目標値欄には、NHK（総合）及び在京キー５局が定め
ている拡充計画の平均値を記載）。

【参考（各年度の実績）】

(1)字幕放送
平成25年度：　93.0％
平成24年度：　91.0％
平成23年度：  86.0％
平成22年度：  82.2％

(2)解説放送
平成25年度：　 6.6％
平成24年度：　 5.7％
平成23年度：   4.6％
平成22年度：   2.8％

（1）95.7％
（2） 7.3％

（平成27年12月28日追記）
―

「ICT街づくり推進会議」における検討
を踏まえ、
・これまで実施した地域実証プロジェ
クトの成果に関する分析を行い、技
術仕様等を策定・公開。
・ICTスマートタウンの普及展開のた
めの成功モデルや「ICT街づくりプ
ラットフォーム」構築に向けた地域実
証プロジェクトを実施。

これまで実施した地域実証プロジェク
トの成果（成功モデル及びプラット
フォーム）を基に、ICT街づくりの普及
展開を推進。 当初、平成27年度目標としていた成功モデル及びプラット

フォーム構築を前倒して実施するとともに、「ICT街づくり推
進会議（第９回）」（平成27年４月６日）における議論を踏ま
え、ＩＣＴスマートタウンの呼称及び目標値を修正。

【参考】
（平成26年度値）地域実証プロジェクト実施　 ５件
（平成25年度値）地域実証プロジェクト実施　23件
（平成24年度値）地域実証プロジェクト実施　 ５件

・これまでに実施した地域実証プロ
ジェクトの成果を整理し、「ICTによる
地方創生の成功事例」を策定、平成
27年４月に公表。
・ICT街づくりの普及展開のための成
功モデルやプラットフォーム構築に向
けた地域実証プロジェクトを５件実施
し、平成27年度の目標値としていた
成功モデルやプラットフォーム構築を
実現。

―

27年度

10

医療・介護・健康分野にお
けるICTの利活用を促進す
るためのICTシステムに関
する技術仕様等の策定、モ
デルの確立
　　＜アウトプット指標＞

実証実験を行うことにより、医療情
報連携基盤の有効性の検証及び課
題の整理等を実施。

24年度
医療・介護・健康分野における情報
連携基盤等のICTシステムに関する
技術仕様の策定、モデルの確立。

28年度

在宅医療・介護分野における情報連
携基盤のICTシステムに関する更な
る検証、技術仕様の策定・公表。
また、医療・介護・健康分野における
情報連携基盤等のICTシステムに関
する技術仕様等の策定に向けた課
題の整理。

医療・介護・健康分野における情報
連携基盤等のICTシステムに関する
技術仕様案等の検討・作成。

「世界最先端IT国家創造宣言　工程表（IT総合戦略本部決
定）」においては、「確立した仕様の普及や運用ルールの普
及等を通じて、2018 年度までに医療情報連携ネットワーク
の全国的な展開を行う」、「地域包括ケアに関わる多様な主
体の情報共有・連携の仕組みを確立し、成果の推進・普及
を行う」、「国民の健康増進・健康管理に有効な方策を確立
し、成果の全国的な展開を図る」等とされている。
医療・介護・健康分野における情報連携基盤等のICTシス
テムを普及・展開することにより、医療の質の向上、医療費
の適正化及び健康寿命の延伸等、超高齢社会における課
題の解決が図られるため、指標として設定。

在宅医療・介護分野における情報連
携のための技術文書を平成27年３月
に公表。
また、医療・介護・健康分野における
情報連携基盤等のICTシステムの在
り方について検討を実施。

―



ＩＣＴ利活用により社会課題の
解決を推進すること

11

教育分野におけるクラウド
※導入を促進するための
導入手法の確立と普及
　　＜アウトプット指標＞

※自分のコンピュータでデータを
加工・保存することなく、「どこか
らでも、必要な時に、必要な機能
だけ」利用することができる新し
いコンピュータ・ネットワークの利
用形態

クラウド等の最新の情報通信技術
を教育現場で活用するに当たり、導
入手法を検討するための調査研究
を実施。

25年度

クラウド等の最先端の情報通信技
術を活用した教育ＩＣＴシステムに関
する実証成果を踏まえて、教育分
野におけるクラウド導入・活用を促
進するための手引書を策定・公表。
実証を経た教育ICTシステムは、普
及モデルとして技術仕様を策定・公
表。

28年度

クラウド等の最先端の情報通信技術
を活用した教育ＩＣＴシステムに関す
る実証成果を踏まえて、教育分野に
おけるクラウド導入・活用を促進する
ための手引書を策定・公表。

クラウド等の最先端の情報通信技術
を活用した教育ＩＣＴシステムの普及・
促進のため、更なる実証及び調査研
究を踏まえ、教育分野におけるクラ
ウド導入・活用を促進するための手
引書「クラウド導入ガイドブック2015」
を見直す。

教育分野におけるICTの利活用は、児童生徒の学習・授業
参加意欲等の向上につながるものであることから、普及展
開を図るため、文部科学省と連携して、クラウド等の最先端
の情報通信技術を活用した、多種多様な端末に対応した低
コストの教育ICTシステムの実証を行う。その成果を踏ま
え、教育ICTシステムの普及モデルとして技術仕様を策定
するとともに、教育分野におけるクラウド導入を促進するた
めの手引書を策定することから、指標として設定。

教育ICTシステムに関する実証成果
等を踏まえ、教育分野におけるクラ
ウド導入・活用を促進するための「ク
ラウド導入ガイドブック2015」を平成
27年３月に策定、５月に公表。

―

⑬

（1）テレワーク導入企業の
割合(常用雇用者100人以
上の企業)
（2）全労働者数に占める週
１日以上終日在宅で就業
する雇用型在宅型テレワー
カー数の割合
　　＜アウトカム指標＞

(1)11.5％
【24年末】
(2)4.5％
【25年度】

24年度
（1）19％以上
（2）10％以上

12

（1）ICTによる地球温暖化
対策に関するITU-T※（電
気通信標準化部門）の今期
研究会期（25年度～28年
度）標準化活動における勧
告等
（2）ITU-Tの今期研究会期
(25年度～28年度)標準化
活動における我が国側から
の寄書提案数
　　＜アウトプット指標＞

※基準(値)は25年度の件数、目
標(値)は25年度～28年度の合計
件数
※ITU（国際電気通信連合）の部
門の一つで、通信分野の標準策
定を担当

（1）ITU-Tに寄書提案を行うととも
に、会合等において我が国の考え
方を主張し、各国との調整等を行う
ことで、我が国の意見が勧告案に
反映。
（2）7件

25年度
（1）勧告化に向けた標準化活動を
実施。
（2）25件以上

32年度

― ―
「世界最先端IT国家創造宣言」（閣議決定）において、雇用
形態の多様化とワーク・ライフ・バランスの実現への取組と
してテレワークの普及・促進等が明記されている。同工程表
の目標達成に向けて施策の進捗状況を計測するため、導
入企業の割合及び雇用型在宅型テレワーカー数の割合を
指標として設定。
(上記を踏まえ、平成26年度からは、多様で柔軟な働き方が
可能となる新たなテレワークモデルを確立するための実証
等を実施。)

(1)11.5％(平成27年9月30日追記）
(2)3.9％ ―

（1）勧告化に向けた標準化活動を実
施。
（2）-

（1）勧告化に向けた標準化活動を実
施。
（2）-

国内におけるICT利活用による環境負荷軽減に向けた先進
的な取組事例等の成果から得られたベストプラクティスや
ICT利活用による環境影響評価手法等について国際標準
化を図ることで、ICT利活用による環境負荷軽減の取組を
促進するとともに、本分野での国際競争力強化を図るた
め、ITU-Tの活動に積極的に関与・貢献する必要があるこ
とから、指標として設定。（1）勧告化に向けた標準化活動とし

て、ITU-T会合において、我が国の
意見を勧告案に反映させるため寄書
提案等を実施。
（2）８件

―

28年度

15

高齢者のICTリテラシー※
向上に資する講習会の普
及展開にむけたガイドライ
ン（手引書）等を公表
　　＜アウトプット指標＞

※単なるICT の活用・操作能力
のみならず、メディアの特性を理
解する能力、メディアにおける送
り手の意図を読み解く能力、メ
ディアを通じたコミュニケーション
能力までを含む概念

「ICT超高齢社会構想会議」を開催
し、コミュニケーションツールとして
のICTの有効性、ICTリテラシー向上
に係る取組等を検討。

25年度

高齢者がICTの恩恵を享受できるよ
うにするため、公民館等でタブレット
PC等を使った講習会の実証を行
い、成果をガイドライン（手引書）等
に取りまとめ、公表。

14

我が国が直面する経済・社
会の様々な課題に対する
ICTの果たすべき役割につ
いての総合的な観点から
の調査分析の実施
　　＜アウトプット指標＞

情報通信政策の立案・遂行のため
の調査分析を実施・公表（ICTの経
済分析に関する調査、ビッグデータ
の情報流通に関する調査等）。

25年度
適時適切な情報通信政策の立案・
遂行のための調査分析の継続的実
施・公表。

26年度

高齢者がICTの恩恵を享受できるよ
うにするため、公民館等でタブレット
PC等を使った講習会の実証を行い、
成果をガイドライン（手引書）等に取
りまとめ、公表。

「創造的IT人材育成方針」（平成25年12月IT総合戦略本部
決定）において、高齢者のITリテラシーを向上させることで、
社会参加の促進や豊かな生活の実現が期待されると指摘
されているほか、「ICT超高齢社会構想会議報告書」（平成
25年５月公表）において、今後の具体的なプロジェクトとし
て、高齢者が地域でICTの使い方をともに学ぶためのカリ
キュラム整備等の必要性が示されていることから、指標とし
て設定。

高齢者がICTの恩恵を享受できるよ
うにするため、全国（11地域×3カ所）
の公民館等でタブレットを使った講習
会の実証を行い、その成果を「高齢
者のICTリテラシー向上に資する講
習会に関する手引書]等に取りまと
め、平成27年５月に公表。

適時適切な情報通信政策の立案・遂
行のための調査分析の継続的実施・
公表。

適時適切な情報通信政策の立案・遂
行のための調査分析の継続的実施・
公表。

市場実態の変化や国際競争力の動向を把握し、経済・社会
の課題解決に果たすICTの役割を総合的に分析すること
は、情報通信政策の立案・遂行の基礎資料となる。また、
高度情報通信ネットワーク社会形成基本法第14条（統計等
の作成及び公表）において、政府が高度情報通信ネット
ワーク社会の形成に資する資料を作成し、公表しなければ
ならないとされていることから、指標として設定。

情報通信政策の立案・遂行のための
調査分析を実施・公表（ICTの経済分
析に関する調査、ビッグデータの情
報流通に関する調査等）。

―

27年度



17

ビッグデータを活用した路
面管理及び農業の高度化
の実現に向けた取組状況
　　＜アウトプット指標＞

「ICT生活資源対策会議」を開催し、
ビッグデータを活用した路面管理及
び農業の高度化の実現等について
検討。

25年度

・農業分野等の高度化に資するＩＣＴ
システムに関する技術仕様の策
定、モデルの確立。
・農業の生産性向上のため、篤農
家の暗黙知や栽培に関するデータ
の蓄積・分析を実施。
・消費者のニーズに対応した農作物
の生産や付加価値の向上のため、
生産から消費までの情報連携を実
施。
・舗装路面の計画的な維持管理の
ため、劣化・損傷状況を継続的かつ
簡易的・低コストで把握する技術の
確立。

16
障害者・高齢者向けのICT
サービスの充実
　　＜アウトプット指標＞

障害者・高齢者向けのICTサービス
の提供や開発等を行う者に対して
助成等を実施。

25年度

・引き続き助成を実施し、民間企業
等の積極的な取組を支援すること
で、障害者・高齢者向けのICTサー
ビスの充実を推進。
・情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化等の推進、ガ
イドラインの策定・拡充。

27年度

「ICT生活資源対策会議」の検討を踏
まえ、
・農業の生産性向上のため、篤農家
の暗黙知や栽培に関するデータの蓄
積・分析を実施。
・消費者のニーズに対応した農作物
の生産や付加価値の向上のため、
生産から消費までの情報連携を実
施。
・舗装路面の計画的な維持管理のた
め、劣化・損傷状況を継続的かつ簡
易的・低コストで把握する技術の確
立。

農業分野等の高度化に資するＩＣＴシ
ステムに関する技術仕様の策定、モ
デルの確立。

ビッグデータを活用した路面管理及び農業の高度化を実現
することはICT利活用により社会課題の解決を推進すること
につながるため指標として設定。
平成26年度までに当初目標としていた成果を上げ、平成27
年度さらに取組を推進することとしたため、目標年度を変更
し、目標値を追加修正。

―

・民間企業等の積極的な取組を着実
に支援。
・情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化等の推進、ガイ
ドラインの策定。

・民間企業等の積極的な取組を着実
に支援。
・情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化等の推進、ガイ
ドラインの策定・拡充。

・障害者基本計画（平成25年９月閣議決定）において、国が
取り組むべき施策分野として「情報アクセシビリティ」が掲げ
られ、電子書籍等ICTを活用したサービスの充実は、障害
者や高齢者の自立・社会参加を支援するとともに、デジタ
ル・ディバイドの解消に寄与するため、指標として設定。

・「身体障害者向け通信・放送役務の
提供・開発等の推進」のために７者、
「デジタル・ディバイド解消に向けた
技術等研究開発」のために４者へそ
れぞれ助成し、障害者向けICTサー
ビスに係る民間における取組を支
援。
・情報アクセシビリティに配慮した電
子書籍の規格標準化等を推進し、ガ
イドライン「音声読み上げによるアク
セシビリティに対応した電子書籍制
作ガイドライン」を策定。

―

27年度

・農業の生産性向上のため、実証実
験を通じて、篤農家の暗黙知や栽培
に関するデータの蓄積・分析を実施。
・消費者のニーズに対応した農作物
の生産や付加価値の向上のため、
実証実験を通じて、生産から消費ま
での情報連携を実施。
・舗装路面の計画的な維持管理のた
め、実証実験を通じて、舗装路面の
劣化や損傷状況を継続的かつ簡易
的・低コストで把握する技術を確立。
・実証実験の成果を内閣官房におい
て取りまとめられた「農業ITシステム
で用いる環境情報のデータ項目に関
する個別ガイドライン」等に反映。

27年度

「Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議」の検討を踏
まえ、
・Ｇ空間情報を取り扱うためのＧ空間
プラットフォームの実現に必要な機能
を抽出・整理した上で、機能の開発を
行い、Ｇ空間プラットフォームシステ
ムとして実装。
・構築したＧ空間プラットフォームシス
テムを活用したG空間情報利活用
サービスの実証を実施。

・実証結果等を踏まえ、Ｇ空間プラッ
トフォームの高度化を実施。 G空間情報（地理空間情報）を円滑に組み合わせて利活用

できるプラットフォームの構築はＩＣＴ利活用のための基盤を
整備することにつながるため指標として設定。
なお、当初27年度の目標値としていた「構築したG空間プ
ラットフォームを活用したG空間情報利活用サービスの実
証」については、26年度前倒しで達成したため、年度ごとの
目標値（27年度）を修正。

※呼称を「G空間プラットフォームシステム」から「G空間プ
ラットフォーム」に変更

・Ｇ空間情報を取り扱うためのＧ空間
プラットフォームの実現に必要な機能
を抽出・整理した上で、機能の開発を
行い、Ｇ空間プラットフォームとして実
装した。
・構築したＧ空間プラットフォームを活
用したG空間情報利活用サービスの
実証を実施した。

―

「Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議」の検討を
踏まえ、
・Ｇ空間情報を取り扱うためのＧ空
間プラットフォームの実現に必要な
機能を抽出・整理した上で、機能の
開発を行い、Ｇ空間プラットフォーム
として実装。
・構築したＧ空間プラットフォームを
活用したG空間情報利活用サービ
スの実証を実施。

18

G空間情報（地理空間情
報）を円滑に組み合わせて
利活用できるプラットフォー
ムの構築のための取組状
況
　　＜アウトプット指標＞

「Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議」を開催し、
G空間情報を円滑に組み合わせて
利活用できるプラットフォームの構
築、Ｇ空間情報の活用による新
サービスの創出、防災・地域活性化
等について検討。

25年度



Ｌアラートにおける自治体等による
位置情報等の入力支援やメディア
による災害情報の視覚化等の実
証、自治体の防災情報システムに
おけるＬアラートやＧ空間情報の標
準仕様策定に向けた実証等を実
施。

27年度

Ｌアラートにおける自治体等による位
置情報等の入力支援やメディアによ
る災害情報の視覚化等の実証、自
治体の防災情報システムにおけるＬ
アラートやＧ空間情報の標準仕様策
定に向けた実証等を実施。

「Ｇ空間防災システム」の効果的な成果展開に向けて、Ｌア
ラートとＧ空間情報の連携推進や自治体の防災情報システ
ムへの実装の促進等を図ることは、ＩＣＴ利活用のための基
盤を整備することにつながるため指標として設定。

―

21

（1）電子署名及び認証業務
に係る技術的課題の分析
（2）電子署名に関する技術
の最新情報を周知するセミ
ナーの開催
　　＜アウトプット指標＞

（1）RSA暗号の脆弱性及び認定認
証事業者が生成する鍵対の安全性
評価に係る調査を実施。
（2）電子署名の普及啓発のために
最新情報を周知するセミナーを開
催。

25年度

（1）電子署名及び認証業務に係る
技術調査の適切な実施。
（2）電子署名の普及啓発のために
最新情報を周知するセミナーを開
催。

20

産学連携による実践的ICT
人材育成に有用な方策等
の確立と普及
　　＜アウトプット指標＞

産学連携による実践的ICT人材育
成に有用な人材の育成方策、有効
性等について調査研究等を実施。

25年度
実践的ICT人材を効果的、継続的に
育成するための仕組みを検討、検
証の上、モデル化し、公表。

27年度

（1）適時適切な電子署名及び認証業
務に係る技術調査の実施。
（2）電子署名の普及啓発のために最
新情報を周知するセミナーを開催。

（1）適時適切な電子署名及び認証業
務に係る技術調査の実施。
（2）電子署名の普及啓発のために最
新情報を周知するセミナーを開催。

認定制度の円滑な実施を図るため、電子署名及び認証業
務に関する法律第33条及び第34条に基づき、電子署名及
び認証業務に係る技術の評価に関する調査及び最新の技
術動向を含めた情報について普及啓発活動の適切な実施
を指標として設定。

（セミナー開催回数）
平成23年度：３回
平成24年度：３回
平成25年度：１回
平成26年度：１回

（1）利用者端末から電子証明書を窃
取するマルウェア等の技術調査及び
電子証明書の安全な配布方法に関
する検討を実施。
（2）セミナーを１回開催。

―

実践的ICT人材を効果的、継続的に
育成するための仕組みを検討、検証
の上、モデル化し、公表。

産学連携による実践的ICT人材の育成を促進するため、求
められる人材の育成に有用な方策を探るとともに、その有
効性やインセンティブ等につながる仕組みの策定を指標と
して設定。

実践的ICT人材を効果的、継続的に
育成するための仕組みを検討、検証
の上、モデル化し、その成果を平成
27年５月に公表。

26年度

23

サイバー攻撃に対する我
が国のインシデントレスポ
ンス※能力の向上のため
の取組状況
　　＜アウトプット指標＞

※　事案への対処

標的型攻撃等の巧妙化・複雑化す
るサイバー攻撃に対する我が国の
インシデントレスポンス能力の向上
に向けた検討を実施。

25年度

標的型攻撃等の巧妙化・複雑化す
るサイバー攻撃に対する我が国の
インシデントレスポンス能力の向上
に向けた以下の取り組みを推進。
・標的型攻撃の解析手法の確立
・解析結果を踏まえた防御モデルの
確立
・インシデントレスポンス向上のため
の実践的な防御演習の実施

22

スマートフォン上の個々の
アプリにおける利用者情報
の取扱いについてアプリ開
発者以外の第三者が検証
する仕組みの構築に向け
た取組状況
　　＜アウトプット指標＞

・アプリにおける利用者情報の取扱
いが適切かどうかについて、第三者
が検証する仕組みを推進する「ス
マートフォン プライバシー イニシア
ティブⅡ」を取りまとめ。
・第三者検証を推進するに当たって
の諸課題を検討するタスクフォース
を設置。

25年度

個々のアプリについて、利用者情報
の適切な取扱いが行われているか
どうかをアプリ開発者以外の第三者
が検証する仕組みについて、その
実施手法である「申請型」と「非申請
型」に関し、技術面、制度面及び運
用面から検討を行い、第三者検証
の実運用に向けた環境を整備。

27年度

我が国のインシデントレスポンス能
力の向上に向けた以下の取組を推
進。
・標的型攻撃の解析環境の構築
・解析結果を踏まえた防御モデルの
検討
・インシデントレスポンス向上のため
の実践的な防御演習の実施

引き続き我が国のインシデントレスポ
ンス能力の向上に向けた以下の取り
組みを推進。
・標的型攻撃の解析環境の高度化
・解析結果を踏まえた防御モデルの
検討
・インシデントレスポンス向上のため
の実践的な防御演習の実施 サイバー攻撃の解析、防御モデルの検討及び実践的なサ

イバー防御演習の実施は、我が国におけるインシデントレ
スポンス能力の向上につながるため指標として設定。・標的型攻撃の解析環境を構築し、

実際に組織に対して行われた標的型
攻撃の解析することで攻撃の特徴を
一部捕捉
・防御モデルについて、標的型攻撃
を予防・検知する手法のモデル化を
実施
・水飲み場攻撃に対する実践的なサ
イバー防御演習を７回実施

―

・第三者検証主体が、アプリ開発者
から検証対象となるアプリを募る「申
請型」について実証を行い、当該検
証においてルール化すべき評価基
準や検証結果の表示等について検
討。

「申請型」に加え、アプリマーケットか
らアプリを抽出して解析を行う「非申
請型」についても実証を行い、プラポ
リ解析の自動化・効率化や検証結果
の表示等について検討。

個々のアプリケーション等について、利用者情報の適切な
取扱いがアプリのプライバシーポリシーの記載に従ったも
のであるかを運用面、制度面及び技術面から第三者が検
証する仕組みを整備することは、スマートフォンプライバ
シーの保護等に配慮したスマートフォンの安全・安心な利
用環境を実現することにつながるため指標として設定。

※「クローリング型」から「非申請型」へ呼称変更

・第三者検証主体が、アプリ開発者
から検証対象となるアプリを募る「申
請型」について、プロトタイプシステム
の開発及び小規模フィールドでの実
証を行い、当該検証においてルール
化すべき評価基準や検証結果の表
示等必要な技術的課題等の検討を
実施。

―

28年度

ＩＣＴ利活用のための基盤を整
備すること

19

Ｌアラート（※）とＧ空間情報
の連携推進や自治体の防
災情報システムへの実装
の促進のための取組状況
　　＜アウトプット指標＞

※自治体が発する地域（ローカ
ル）の災害情報を集約し、テレビ
やネット等の多様なメディアを通
して一括配信する共通基盤。

Ｇ空間シティ構築事業における実証
プロジェクトを実施し、Ｇ空間防災シ
ステム（※）による災害情報の迅速
かつ的確な予測等を実現。

※地震・津波等による広域災害や緊急性
を要する大規模災害に対して、準天頂衛星
等を活用して構築する先端的な防災システ
ム。

26年度



26

個人番号カードを普及させ
るための公的個人認証
サービス利活用推進の取
組状況
　　＜アウトプット指標＞

実証事業を行うことにより、個人番
号カードの公的個人認証サービス
を活用したユースケースを具体化、
共通プラットフォームの有効性の検
証、課題の整理等を実施。

26年度

「ICT街づくり推進会議」における検
討を踏まえ、国民生活に密着した活
用事例を可視化するとともに、実現
に必要なルール等の基盤を整備。

27年度

「ICT街づくり推進会議」における検討
を踏まえ、国民生活に密着した活用
事例を可視化するとともに、実現に
必要なルール等の基盤を整備。 「ICT街づくり推進会議 共通ID利活用WG」における検討を

踏まえ、個人番号カードを「使うメリット」と「使いやすさ」の視
点から国民ニーズに応えた具体的な事例を示し、ルール等
の基盤を整備することが個人番号カードの普及促進に貢献
し、ＩＣＴ利活用のための基盤を整備することに資するため
指標として設定。

―

27

放送・通信の連携による地
域コンテンツの流通促進の
ための取組状況
　　＜アウトプット指標＞

地域経済の活性化や地域の生活環
境の向上に資するような全国の各
地域が保有しているコンテンツの地
域内外への効果的な情報発信に関
する検討を実施。

26年度

全国の各地域が保有しているコン
テンツについて、その内外に向けて
多様なメディアを通じた情報発信を
可能とするため、放送と通信の連携
技術の活用に係る技術的課題や運
用上の課題を解決するための実証
等を実施。

27年度

全国の各地域が保有しているコンテ
ンツについて、その内外に向けて多
様なメディアを通じた情報発信を可
能とするため、放送と通信の連携技
術の活用に係る技術的課題や運用
上の課題を解決するための実証等を
実施。

「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成26年12月27日閣議
決定）においては、地域経済の活性化等のために地域のコ
ンテンツの発信を強化することが優先的に取り組むべき事
項として位置づけられているところであり、放送と通信の連
携技術を活用した地域のコンテンツの流通促進に向けた取
組は、ICT利活用のための基盤の整備に資するため指標と
して設定。

―

㉔

地域活性化に資する、観光
拠点及び防災拠点のWi-Fi
環境
　　＜アウトプット指標＞

観光拠点及び防災拠点において
Wi-Fiの整備を行う地方自治体等に
対して補助を実施。

26年度
引き続き補助を実施し、主要な観光
拠点及び防災拠点においてWi-Fiを
利用可能にする。

32年度

引き続き補助を実施し、主要な観光
拠点及び防災拠点におけるWi-Fi環
境の整備を推進。

「地方のポテンシャルを引き出すテレワークやWi-Fi等の活
用に関する研究会」の最終報告（平成27年５月）において、
2020年に向けて東京周辺のみならず地方にも訪日外国人
を呼び込むために、国としても自治体Wi-Fi環境の整備を推
進する必要がある旨が掲げられている。
国として自治体Wi-Fiの整備を推進することは、訪日外国人
や住民等が広く情報・防災情報を収集・配信できる情報通
信基盤の整備に資するため、指標として設定。―

自然災害の被害を受けやすい場所
（ハザードマップ等）に立地する全て
のラジオ親局の移転・ＦＭ補完局等
の整備率
30%

「国土強靱化アクションプラン2014（平成２６年６月３日国土
強靱化推進本部決定）」では、平成30年度を目処として、自
然災害の被害を受ける可能性が高く、災害発生時に放送
の継続が困難となる可能性が高い送信所を保有しているラ
ジオ放送事業者において、ＦＭ補完局の整備等の取組を進
めていくこととしている。
当該取組により、放送ネットワーク基盤の整備が促進され、
災害放送としての利活用に資することとなるため、全てのラ
ジオ親局の移転・ＦＭ補完局等の整備を指標として設定。

（参考値）
平成26年度 45％
平成25年度 19％

―

25

自然災害の被害を受けや
すい場所（ハザードマップ
等）に立地する全てのラジ
オ親局の移転・ＦＭ補完局
等の整備
　　＜アウトプット指標＞

19% 25年度

自然災害の被害を受けやすい場所
（ハザードマップ等）に立地する全て
のラジオ親局の移転・ＦＭ補完局等
の整備率
100%

30年度

 



25年度 26年度 27年度

達成手段の概要等
平成27年度行政事業

レビュー事業番号

(1)
地域情報化の推進（本省）
（平成20年度）

144百万円
（106百万円）

134百万円 100百万円 1

達成手段
（開始年度）

予算額（執行額）
関連す
る指標

95百万円 1,16

デジタル・ディバイドを解消し、誰もがＩＣＴの恩恵を享受できる情報バリアフリー環境実現のため、以下の助成を
実施。
（１）「身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律」に基づ
き、国立研究開発法人情報通信研究機構（平成27年３月までは「独立行政法人情報通信研究機構」。）が、通
信・放送役務の提供又は開発を行う者に対し、その実施に必要な資金の２分の１を上限として助成を実施。
（２）高齢者・障害者の利便の増進に資する通信・放送サービスの充実に向けた、新たなＩＣＴ技術等の研究開発
を行う者に対し、その経費の2分の１を上限として助成を実施。

【成果指標（アウトカム）】
・「身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等の推進」助成終了後２年経過時の事業継続率：70％
【活動指標（アウトプット）】
・「身体障害者向け通信・放送役務の提供・開発等の推進」助成事業者数：６件（平成27年度）

0073

(2)
遠隔地間における実践的ＩＣＴ人材育成推進事業
（平成24年度）

83百万円
（41百万円）

73百万円 ― 1,20

地域情報化に必要な基盤、利活用、人材などの各段階の整合性や相乗効果を考慮し、ICT利活用に関する事業
を行う地域へICT有識者を派遣するとともに、ICT基盤の環境整備方策やICT利活用の推進方策等に関する調査
研究・普及啓発等を実施すること等により、地域情報化を推進するための取組を総合的かつ一体的に実施す
る。

【成果指標（アウトカム）】
・本施策を契機として自治体において取り組まれた地域情報化プロジェクト：1,000件（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・ICTマネージャーの派遣実績：400件（平成27年度）

0071

「身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体障害者利用円滑化事業の推進に関する法律」に基づき、国
立研究開発法人情報通信研究機構（平成27年３月までは「独立行政法人情報通信研究機構」。）が、字幕番組、
解説番組、手話番組等を制作する者に対して、その制作費の２分の１を上限として助成を行う（平成２７年度にお
いては、在京キー５局の字幕番組（生放送番組を除く。）は対象外、在阪準キー４局の字幕番組（生放送番組を
除く。）については６分の１、それ以外については２分の１を上限とする。）。

【成果指標（アウトカム）】
・在京キー５局における対象の放送番組に占める字幕放送時間の割合：100％（平成29年度）

0074

(5)
クラウド時代に対応したコンテンツ流通環境整備推
進事業
（平成25年度）

261百万円
（244百万円）

302百万円 ― 1

放送コンテンツの権利料の徴収・分配まで一貫した窓口の一元化による権利処理効率化及び放送事業者と権利
者団体との連携システムについて実証する。さらに、実際のデータを使って権利処理業務の効率化に係る効果
測定等を行い、諸課題を検証する。

【成果指標（アウトカム）】
・放送コンテンツの二次利用の権利処理全体作業時間の削減率：対24年度比35％削減（平成26年度）
【活動指標（アウトプット）】
・権利処理窓口一元化や権利情報のデータベース共有化に関する実証実験を踏まえた権利処理システム基本
設計書の策定：１件（平成26年度）

0075

(4)
字幕番組・解説番組等の制作促進
（平成9年度）

468百万円
（456百万円）

400百万円 350百万円 1,9

実践的な人材育成を目指す各機関と連携を図り、産学の知見を活用し、育成コンテンツの開発、育成ノウハウの
明確化等を実施して、人材育成の取組の強化を図る。そのために、人材育成手法に関する知見やノウハウにつ
いて有識者から提供を受け、育成コンテンツの構成・内容、実践的ＩＣＴ人材を効果的・継続的に育成するための
仕組みを検討・検証の上、育成教材等を開発し、公表する。また、将来の実践的ＩＣＴ人材育成につながる青少年
へのプログラミング教育について、その現状を調査・分析し、民間教育ベンダー等によるプログラミング教育の事
例の収集、課題の取りまとめ、実践的ICT人材育成につながるステップ等を検討する。

【成果指標（アウトカム）】
・遠隔教育システム等の利用団体数：20団体（平成27年度）
・遠隔教育システムの機能を搭載したサイト内の「個人学習用教材コンテンツ」（25年６月から学習コースを順次
公開）の閲覧者数（延べ人数）：5,000人（平成26年度）
【活動指標（アウトプット）】
・産学で人材を育成する連携主体が協同利用可能な、共有化された育成コンテンツ：５件（平成26年度）

0072

(3)
通信・放送分野における情報バリアフリー促進支援
事業
（平成13年度）

119百万円
（109百万円）

107百万円

（※２） 

（※３） （※３） 



本事業は、全省庁統一資格（物品・役務等）に係る（ア）競争契約参加者の資格に関する官報公示事務、（イ）資
格審査システムによる審査等事務、（ウ）申請書写の受領、申請書データ変換・入力、資格決定通知出力・発送
等に係る事務、（エ）申請者及び事務担当者からの問合せ対応業務等全省庁統一参加資格審査の実施に必要
な業務を実施しているほか、調達情報の一元的提供、システムの運用監視業務等を実施している。

【成果指標（アウトカム）】
・全省庁統一参加資格審査の円滑な業務運営（システム稼働率）：99.5％以上
【活動指標（アウトプット）】
・企業等の利便性の向上（競争参加統一資格の登録数）：7.5万件（平成27年度）

0076

(7)
電気通信行政情報システムの維持運用
（昭和49年度）

352百万円
（345百万円）

356百万円 245百万円 1,7

電波法、電気通信事業法、放送法等に基づく無線従事者、電気通信資格者、高周波利用設備、電気通信番号、
端末機器の技術基準適合、届出電気通信事業者、一般放送等に関する申請・届出受付、審査、決裁、原簿登
録・変更及び許可状等発給の許認可業務等を支援するための情報システムについて、国民等への便利で安心
な行政サービスの提供並びに本省及び総合通信局（11か所）における円滑かつ効率的な業務遂行を可能とする
ため、必要な電子計算機を借用、システムの運用・保守を実施。

【成果指標（アウトカム）】
・システムの安定稼働（システム稼働率）：99.5%以上
・電子計算機等借料（コスト）の削減：H18年度の執行額を100とした場合、執行額の指数20.2
【活動指標（アウトプット）】
・システムの維持のための点検等の回数：12回（平成27年度）

0077

(6)
全省庁的統一資格審査実施経費
（平成13年度）

136百万円
（135百万円）

141百万円 306百万円 1,7

「ICT分野そのものの環境負荷軽減(Green of ICT)」と｢ICTの利活用による社会経済活動の環境負荷軽減(Green
by ICT)｣の双方について、データセンターをはじめとするICT製品・ネットワーク・サービスのみならず、都市・国レ
ベルにおける我が国と諸外国の関連技術の現状及び開発状況を調査し、我が国が最も優位性を発揮できる領
域や評価軸を見つけ出すとともに、ICTによるCO2削減のベストプラクティスモデル及び環境影響評価手法を確
立し、国際電気通信連合（ITU）における我が国提案のベストプラクティスモデル及び環境影響評価手法の国際
標準化を促進する。

【成果指標（アウトカム）】
・我が国提案を反映させた勧告数：４件（平成26年度）
【活動指標（アウトプット）】
・ICT利活用によるCO2排出削減に向けた実証実験の成果をもとに得られたベストプラクティスや環境影響評価
手法等をITU等の国際標準化機関へ寄書提案：７件（平成26年度）

0078

(9)
情報通信政策のための総合的な調査研究
（昭和60年度）

133百万円
（125百万円）

128百万円 98百万円 1,14

（１）我が国の情報通信産業における財・サービスの市場実態の変化を把握するとともに、経済社会の様々な課
題に対するＩＣＴの果たすべき役割等総合的な観点からの調査分析を実施することにより、適時適切な情報通信
政策の立案・遂行に資する。
（２）情報通信ネットワークの進展による我が国経済の変化を、国民経済の枠組の中で相対的、構造的に捉え、
雇用の創出等に及ぼすインパクトを計量的に分析することとして、情報通信産業連関表を作成する。　等

【成果指標（アウトカム）】
・審議会・研究会等における調査研究の成果物の活用事例数：30件（平成27年度）
【活動指標（アウトプット）】
・情報通信政策のための総合的な調査研究の実施、情報通信産業連関表の作成・公表、ＩＣＴ国際競争力指標
の策定・公表、国際会議の開催：４件（平成27年度）

0079

(8)
グリーンＩＣＴ推進事業
（平成23年度）

40百万円
（39百万円）

39百万円 ― 1,12

関係府省及び官民による推進体制の下、民間企業等による実証実験等を実施し、オープンデータ流通環境の整
備に向けた共通APIの開発・国際標準化、データの２次利用に関するルールの検討、オープンデータ化のメリット
可視化等による普及・展開活動の実施を推進する。
また、本施策の成果により、ＩＴ戦略本部電子行政オープンデータ実務者会議における検討に貢献する。

【成果指標（アウトカム）】
・ⅰ）価値あるデータの連携による創造的新事業・サービスの創出促進、ⅱ）防災・減災関連情報や各種統計情
報等、国民、産業界にとっての有益な情報の入手容易化、ⅲ）政府の透明性の確保及びそれを通じた行政運営
の効率化を目標とし、実証事業の実施や内閣官房等との連携によりⅰ）ⅱ）ⅲ）を推進。（平成27年度）
【活動指標（アウトプット）】
・システム実装詳細仕様書、運用ガイドライン等の作成数：５件（平成26年度）

0080

(11)
スマートプラチナ社会構築事業
（平成25年度）

― 1,720百万円 ―
1,10,13,1

5

超高齢社会におけるＩＣＴ利活用の推進方策として、生産年齢人口の減少や医療費の増大等、超高齢社会がも
たらす課題の解決に貢献。
①高品質で低廉な医療を実現するための全国数カ所での医療機関等の情報連携のモデル実証、②生活習慣病
等の発症・重症化予防のためのヘルスケアポイントを用いた大規模社会実証、③多様で柔軟な働き方の確立・
普及に向けた実証等、④高齢者がＩＣＴを使ってコミュニティで活動できる社会環境を実現するための実証を実施
し、ＩＣＴリテラシーの向上を推進

【成果指標（アウトカム）】
・医療・介護・健康分野における情報連携基盤等のＩＣＴシステムを活用したモデルの確立等（当該モデルの検
証）（平成26年度）
【活動指標（アウトプット）】
・実施したプロジェクトの件数：６件（平成26年度）

0081

(10)
情報流通連携基盤構築事業
（平成24年度）

300百万円
（245百万円）

288百万円 ― 1,2



①　ICT利活用のための情報セキュリティや新たなニーズその制度的・技術的課題に関する調査研究
②　ICT利活用のための基盤に関する調査研究

【成果指標（アウトカム）】
・調査結果について、政策に反映させると同時に、特に国民が安心安全にICTを利活用するために有益と思われ
る情報については、ガイドラインや報告書、HPのコンテンツ等で公開（１件）
・代替的指標／ガイドライン、報告書、HPコンテンツ等の公開件数：２件
【活動指標（アウトプット）】
・調査研究数：４件（平成27年度）

0082

(13)
ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための実証事
業
（平成24年度）

2,850百万円
（2,477百万円）

2,067百万円 ― 1,8

　ＩＣＴを活用した新たな街づくりの早期実現に向けて、地方公共団体や民間企業等に対する委託事業として地域
実証プロジェクトを実施し、成功モデルや普及展開のためのプラットフォーム構築（推進体制の整備等）に向けた
取組等を推進。

【成果指標（アウトカム）】
・地域実証プロジェクトの実施を通じてＩＣＴ街づくりの普及展開に向けた推進体制（5件）を構築
・代替指標／構築した推進体制の数：５件（平成26年度）
【活動指標（アウトプット）】
・地域実証プロジェクトの実施件数：４件（平成26年度）

0083

(12)
情報通信技術の利活用に関する調査研究
（平成16年度）

55百万円
（40百万円）

57百万円 32百万円 1,21

農業の生産性向上や社会インフラの維持管理等の社会的課題にセンサ等を用いてビッグデータ（※）・オープン
データを収集し、これらを利活用して解決する仕組みや環境を構築・実証する。
※　スマートフォンやSNS、多様なセンサー等から収集される多種多量なデータ

【成果指標（アウトカム）】
・ビッグデータ・オープンデータの利活用推進による社会的課題の解決モデルの策定
【活動指標（アウトプット）】
・システム実装詳細仕様書、運用ガイドライン等の作成数：８件（平成26年度）

0084

(15)
災害に強いＧ空間シティの構築等新成長領域開拓
のための実証事業
（平成25年度）

― 1,200百万円 ― 1,19

準天頂衛星等によるG空間情報を利用した避難誘導や新産業創出のための実証として、以下のものを実施。
①波浪計のデータ等を利用した津波等の災害予測及び情報伝達に関する実証
②都市災害時の地下街等閉鎖空間における情報伝達の実証
③山間部や過疎地等における豪雨・洪水の迅速把握及び情報伝達の実証
④高精度測位やビッグデータを活用したネットワークロボットに関する実証
⑤３次元地図等を利用したバリアフリーナビの実現に関する実証

【成果指標（アウトカム）】
・国土の強靭化及び経済の成長力の底上げを図る。（平成26年度）
【活動指標（アウトプット）】
・実証プロジェクトの実施件数：10件（平成26年度）

0085

(14)
ビッグデータ・オープンデータの活用の促進
（平成25年度）

― 599百万円 ― 1,17

国際的にも優れた我が国のＩＣＴシステムのうち、①水をはじめとする生活資源管理システム、②医療・健康分野
のＩＣＴシステム・パッケージ、③災害に強い地理空間情報活用モデルの３システムを中心に、海外における導入
可能性調査、実証実験等を行う。

【成果指標（アウトカム）】
・実証実験を行ったシステムの相手国への導入に向けた協議等が具体化した数：７件（平成26年度）
【活動指標（アウトプット）】
・実証実験実施件数：７件（平成26年度）

0086

(17)
放送コンテンツ海外展開強化促進モデル事業
（平成25年度）

1百万円
（―）

2,096百万円 ― 1,4

クールジャパン推進に向けた放送コンテンツ海外展開の促進のため、日本の放送局や番組製作会社等が、異業
種を含む周辺産業との連携等による新たなビジネスモデルの構築、地域の活性化などを目的とした放送コンテ
ンツを製作し、継続的に発信するためのモデル事業を実施。

【成果指標（アウトカム）】
・放送コンテンツ関連海外市場売上高：198.9億円（平成30年度）
【活動指標（アウトプット）】
・発信された放送コンテンツの量（時間数）：234時間（平成26年度）

0087

(16)
我が国のＩＣＴ産業の国際競争力強化に向けたグ
ローバル展開の推進
（平成25年度）

― 700百万円 ― 1



東日本大震災をはじめ、深刻な災害（地震、台風、豪雨、竜巻等）が頻発していることや、南海トラフ巨大地震、
首都直下地震等の大規模災害発生の可能性が指摘されている事を踏まえ、公衆無線LANの整備や放送ネット
ワークの強靱化を推進し、住民が地方公共団体等から災害関連情報等を確実に入手できるような情報通信環境
を構築する。
（補助率：地方公共団体1/2、第三セクター等1/3）

【成果指標（アウトカム）】
・自然災害の被害を受けやすい場所（ハザードマップ等）に立地する全てのラジオ親局の移転・ＦＭ補完局等の
整備率：100％（平成30年度）
【活動指標（アウトプット）】
・補助事業の完了件数：３件（平成27年度）

0088

(19)
４Ｋ・８Ｋを活用した放送・通信分野の新事業支援
（平成25年度）

― 1,549百万円 ― 1,3

４Ｋ・８Ｋを活用した次世代の放送・通信サービスの早期実現に向けて、サービスの伝送路（衛星放送、ケーブル
テレビ、ＩＰＴＶ）ごとに想定されるシステムの具体化やサービス等の検討や実証を行う。
また、医療、教育等の分野における４Ｋ・８Ｋ、スマートテレビ等の高度な放送・通信連携サービス等の利活用方
策の推進を行う。

【成果指標（アウトカム）】
・４Ｋ・８Ｋ放送を行っている事業者の数：２者（平成27年度）
【活動指標（アウトプット）】
・本実証事業によって実用化された基盤技術の件数：19件（平成26年度）

0089

(18)
地域ＩＣＴ強靱化事業
（平成25年度）

― 2,006百万円 124百万円 1

(22)
先導的教育システム実証事業
（平成26年度）

― 550百万円 450百万円 11

教育分野においてＩＣＴを利活用するにあたり、高コスト（端末等の設置・管理）のシステム、教材・学習履歴の分
散保存、シームレスな学習・教育環境が未構築等の課題を解決するため、クラウドやHTML５（※）等の最先端の
情報通信技術を柔軟に取り入れ、多種多様な端末に対応した低コストの教育ＩＣＴシステムの実証研究を実施。
また、児童生徒の学習履歴を活用することにより、個々の進捗に応じた学習環境の実現を目指す。
※HTML５…動画・音声等の様々なコンテンツを多様な端末において共通的に取り扱うことを可能とするウェブの
記述言語。

【成果指標（アウトカム）】
・事業成果である技術仕様に準拠したクラウド・プラットフォームの利用学校数：100校（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・教育・学習用クラウドプラットフォームの技術仕様：策定数１（平成27年度）
・クラウド導入のためのガイドラインの策定：策定数１（平成27年度）

0092

地方公共団体等の所有する地域の地域公共ネットワークについて、防災目的に多重化を行い、地域の情報通信
環境の強靱化を実現する。さらに、これに準ずるような公共性の高い民間事業者所有のネットワークについて
も、あわせて多重化等を行うために要する経費の一部補助を実施する。
（補助率：地方公共団体1/2、第三セクター等1/3）

【成果指標（アウトカム）】
・災害時等に不可欠なコミュニケーションが切断されないような強靱なネットワークを形成すること。
【活動指標（アウトプット）】
・補助事業の完了件数（累計）：117件（平成26年度）

0090

(21)
地域情報化の推進（地方）
（平成18年度）

47百万円
（36百万円）

46百万円 37百万円 1

地域情報化に必要な基盤、利活用、人材などの、各段階の整合性や相乗効果を考慮し、ICT利活用に関する事
業を行う地域へICT有識者を派遣するとともに、ICT基盤の環境整備方策やICT利活用の推進方策等に関する調
査研究・普及啓発等を実施すること等により、地域情報化を推進するための取組を総合的かつ一体的に実施す
る。

【成果指標（アウトカム）】
・本施策を契機として自治体において取り組まれた地域情報化プロジェクト：1,000件（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・総合通信局等におけるセミナー開催数：90件（平成27年度）

0091

(20)
地域公共ネットワーク等強じん化事業
（平成24年度）

11,999百万円
（6,034百万円）

6百万円 ― -

標的型攻撃等の巧妙化・複合化するサイバー攻撃に対する防御モデルの確立に向けた以下の実証を実施。
①標的型攻撃の解析
②標的型攻撃の防御モデルの検討
③実践的防御演習の実施

【成果指標（アウトカム）】
・演習により標的型攻撃への対処能力の向上が図られた組織数：200組織（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・サイバー防御演習の開催回数：８回（平成27年度）

0093(23)
サイバー攻撃複合防御モデル・実践演習
（平成26年度）

― 450百万円 400百万円 1,23



(24)
Ｇ空間プラットフォーム構築事業（Ｇ空間プラット
フォームの構築に係る実証）
（平成26年度）

― 800百万円 400百万円 1,18

「Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議」報告書（平成25年６月）の提言等を踏まえ、関係府省及び官民による推進体制の下、民
間企業等による実証実験等を実施し、官民が保有するＧ空間情報を自由に組み合わせて利活用できる「Ｇ空間
プラットフォーム」に必要となる機能を検証し、「地理空間情報活用推進基本計画（平成24年３月27日 閣議決
定）」に謳われている「地理空間情報の共有・提供を行う情報センター」の整備に貢献。

【成果指標（アウトカム）】
・Ｇ空間プラットフォームに掲載されるデータセット数：1,000データセット（平成27年度）
【活動指標（アウトプット）】
・システム実装詳細仕様書、運営指針等の作成数：２件（平成27年度）

0094

「Ｇ空間×ＩＣＴ推進会議」報告書（平成25年６月）の提言等を踏まえ、関係府省及び官民による推進体制の下、民
間企業等による実証実験等を実施し、官民連携による共用地図データを継続的・効率的に維持・管理するモデ
ル（官民連携型共通空間基盤データベースの構築）を検証し新産業・新サービスが創出される社会の実現を目
指す。

【成果指標（アウトカム）】
・自治体・公益事業者によるデータベースの利用団体数：15団体（平成28年度）
【活動指標（アウトプット）】
・データベースに係るシステム実装詳細仕様書を含む報告書作成：１件（平成27年度）

0095

(26)

スマートフォン上のアプリケーションにおける利用者
情報の取扱いに係る技術的検証等に係る実証実験
（平成26年度事業名：パーソナルデータの適正な利
活用を促進するための環境整備に係る実証実験）
（平成26年度）

― 130百万円 90百万円 1,22

事業者において個人情報や利用者情報をはじめとする各種情報の取得・共有・連携が適切に行われるための枠
組み等の構築向けた次の調査・実証を実施。
①通信事業者において保有している契約者に関する情報を、複数の事業者間で適切に連携するための枠組み
（トラストフレームワーク）の構築に向けた、ユースケースや技術的・制度的課題等に関する調査
②スマートフォン上のアプリケーションについて、利用者情報の適切な取扱いが行われているか第三者が検証す
る仕組み構築するため、第三者検証に必要な技術的課題等を検討し、プロトタイプシステムによるフィールド実
証

【成果指標（アウトカム）】
・実証を踏まえて民間において実施されるアプリの第三者検証において、検証が実施されたアプリケーション数：
1,000件（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・調査等件数：２件（平成27年度）

0096

(25)
Ｇ空間プラットフォーム構築事業（官民連携型共通空
間基盤データベースの開発・実証）
（平成26年度）

― 250百万円 100百万円 1,18

地方に整備したサテライトオフィス/テレワークセンターを拠点に、都市部の企業が、人を派遣・移住させ、ふるさ
とテレワークの実施に必要なテレワーク環境、生活直結サービスやこれらの機能を搭載する共通基盤を構築して
モデル実証をするとともに、実証事業終了後にモデルの全国展開を実施する。

【成果指標（アウトカム）】
・週1日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数：全労働者数の10％以上（平成32年度）
【活動指標（アウトプット）】
・実施するプロジェクトの件数：６件（平成27年度）

0097

(28)
Ｇ空間防災システムとＬアラートの連携推進事業
（平成26年度）

― ― 400百万円 1,19

「Ｇ空間シティ」の効果的な成果展開に向けて、ＬアラートとＧ空間情報の連携推進や自治体の防災情報システ
ムへの実装の促進等を図る。具体的には、Ｌアラートにおける自治体等による位置情報等の入力支援やメディア
による災害情報の視覚化等の実証、自治体の防災情報システムにおけるＬアラートやＧ空間情報の標準仕様策
定に向けた実証等を実施する。

【成果指標（アウトカム）】
・Ｌアラートの運用都道府県数：47（平成32年度）
【活動指標（アウトプット）】
・実証プロジェクトの実施件数：７件（平成27年度）

0098

(27)
ふるさとテレワーク推進事業
（平成26年度）

― ― 1,000百万円 1,13

関係省庁（総務省・経産省・外務省・観光庁）とも幅広く連携しながら、「訪日外国人観光客の増加」（いわゆる「ビ
ジットジャパン」）や「日本の最先端の音楽・ファッション等の発信」（いわゆる「クールジャパン」）、「地域の活性
化」、「日本食・食文化の魅力発信」等を目的とした放送コンテンツを製作し、海外に継続的に発信する事業を実
施する。

【成果指標（アウトカム）】
・放送コンテンツ関連海外市場売上高：198.9億円（平成30年度）
【活動指標（アウトプット）】
・発信された放送コンテンツの量（時間数）：416時間（平成27年度）

0099(29)
地域経済活性化に資する放送コンテンツ等海外展
開支援事業
（平成26年度）

― ― 1,650百万円 1,4



ウェブアクセシビリティに関する国内規格（JIS X 8341-3）の改定等に合わせ、同規格が求める要件を満たすため
の実施すべき取組項目とその手順を示す「みんなの公共サイト運用モデル」及びアクセシビリティの検証・試験を
行うためのチェックツールである「みんなのアクセシビリティ評価ツール　miChecker」を改定・公表する。なお、改
定にあたっては、本件の主なユーザーである地方自治体のニーズ等を調査し、その結果や有識者の知見を反映
することで、より使いやすい手順書等を開発することとする。

【成果指標（アウトカム）】
・準拠した自治体等の増加率（平成26年度を基準とする、改定版公開翌々年度以降のJISへの準拠数の増加
率）：10％（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・改定版運用モデル一式及び改定版チェックツール一式：２式（平成27年度）

新27-0006

(35)
多様なクラウド環境下における情報連携基盤構築事
業
（平成27年度）

― ― 30百万円 6

多様なクラウド環境下で情報連携を行う際に必要な連携方式の技術的検証等を行うことで、より多くの自治体が
競争性を確保しつつ、多様なクラウド環境下においてもシームレスな情報連携を実現できるようなインターフェー
ス仕様を確立し、自治体クラウドの取組を加速化させ、より高付加価値な住民サービスの実現を目指す。また、
当事業については、APPLICに推進体制をつくり、自治体、ベンダーと連係し推進していく。

【成果指標（アウトカム）】
・自治体における情報連携基盤の採用数：50件（平成28年度）
【活動指標（アウトプット）】
・ガイドラインの作成数：１件（平成27年度）

新27-0007

(34)
ウェブアクセシビリティに関する調査研究
（平成27年度）

― ― 25百万円 1,16

(31)
放送・通信の連携による地域コンテンツ流通促進事
業
（平成26年度）

― ― 150百万円 1,27

全国の各地域が保有しているコンテンツについて、その内外に向けて多様なメディアを通じた情報発信を可能と
するため、放送と通信の連携技術の活用に係る技術的課題や運用上の課題を解決するための実証実験を行
う。

【成果指標（アウトカム）】
・技術的課題や運用上の課題の解決方策の数：16件（平成27年度）
【活動指標（アウトプット）】
・ポータルサイトを通して、新たに地域外への発信が可能となった地域コンテンツの量：500個(平成27年度)

0101

(30)
ＩＣＴまち・ひと・しごと創生推進事業
（平成26年度）

― 2百万円 498百万円 1,8

ＩＣＴを活用した街づくりの横展開に取り組む自治体や事業者等の初期投資・継続的な体制整備等にかかる経費
（機器購入、システム構築及び体制整備に向けた協議会開催等に係る費用）の一部を補助。

【成果指標（アウトカム）】
・成功モデルの自立的な横展開（成功モデルの普及展開数）：20件（平成27年度）
【活動指標（アウトプット）】
・補助事業の交付決定数：15件（平成27年度）

0100

(32)
観光・防災Wi-Fiステーション整備事業
（平成26年度）

― ０百万円 1,050百万円 1,24

訪日外国人旅行者を含む来訪者や地域住民の情報受発信の利便性向上に向け、豊かなおもてなしサービスを
実現する観光関連情報や緊急時の安心・安全を確保するための災害関連情報等を確実に入手等することを可
能とするため、観光や防災の拠点における公衆無線LAN環境の整備を行う地方公共団体、第三セクターに対し、
その費用の一部を補助する。
（補助率：地方公共団体1/2、第三セクター1/3）

【成果指標（アウトカム）】
・Wi-Fi整備済みの地方公共団体の割合：80（平成32年度）
【活動指標（アウトプット）】
・補助事業の完了件数：41（平成27年度）

0102

(33)
放送ネットワーク整備支援事業
（平成26年度）

― １百万円 429百万円 1,25

放送網の遮断の回避等といった防災上の観点から、以下の費用の一部を補助
①放送局の予備送信設備、災害対策補完送信所、 緊急地震速報設備等の整備費用
②ケーブルテレビ幹線の２ルート化等の整備費用
（・地方公共団体　補助率1/2　　・第３セクター、地上基幹放送事業者等　補助率1/3）

【成果指標（アウトカム）】
・自然災害の被害を受けやすい場所（ハザードマップ等）に立地する全てのラジオ親局の移転・ＦＭ補完局等の
整備率：100％（平成30年度）
【活動指標（アウトプット）】
・補助事業の完了件数：49件（平成27年度）

0103



① 医療・介護・健康分野における総合的データ連携の実現：　医療・介護情報や健康情報、生活情報等を総合
的に連携させるプラットフォーム（デジタル基盤）の構築に関する実証
② 医療・介護情報連携基盤の全国展開：高品質で低廉な医療を実現するため、在宅医療・介護分野を含む医療
機関等のクラウド等を活用した情報連携に関する実証
③ ＩＣＴ健康モデル（予防）の確立：健康増進・予防に対するインセンティブの付与や効果的な保健事業の実施に
向けた健診データ、レセプトデータ等のビッグデータ解析・連携に関する実証

【成果指標（アウトカム）】
・改善した健康指標の数：３件（平成29年度）
・医療・介護・健康分野における情報連携基盤等のＩＣＴシステムを活用したモデルの確立等
【活動指標（アウトプット）】
・実施したプロジェクトの件数：５件（平成27年度）

新27-0008

(37)
ＩＣＴを活用した新たなワークスタイルの実現
（平成27年度）

― ― 150百万円 1,13

事業者・利用者の意識改革を促し、テレワーク環境の裾野を拡大するため、以下の取組を進めることで、就業者
におけるワークライフバランスの確立などを実現。
(1)企業等のテレワーク導入を促す人的サポート体制の拡充
(2)セミナー、シンポジウムの開催を通じた普及啓発活動
(3)ライフステージに応じた柔軟な働き方の確立に向けた実証

【成果指標（アウトカム）】
・週１日以上終日在宅で就業する雇用型在宅型テレワーカー数：全労働者数の10％以上（平成32年度）
【活動指標（アウトプット）】
・実施するプロジェクトの件数：２件（平成27年度）

新27-0009

(36)
次世代医療・介護・健康ＩＣＴ基盤高度化事業
（平成27年度）

― ― 470百万円 1,10

国・自治体・公益企業等が保有する公共データをオープンデータ・ビッグデータとして流通させ、オープンデータ・
ビッグデータを活用した新事業・新ビジネスの創出等を推進するため、IT総合戦略本部の電子行政オープンデー
タ実務者会議やオープンデータ流通推進コンソーシアムと連携しつつ、自治体等も利用可能な情報流通連携基
盤の仕様を実装したプラットフォームの構築、オープンデータガイドの精査、オープンデータ・ビッグデータを活用
したビジネス創出に向けた課題の洗い出し、オープンデータ・ビッグデータ活用に係る人材育成等を実施する。

【成果指標（アウトカム）】
・国・地方公共団体・公益事業者等が保有する公共データに関する利活用モデルの件数：４件（平成29年度）
・利活用モデルを活用した新事業による経済波及効果（億円）の予算執行額（億円）に対する比率：５倍（平成30
年度）
【活動指標（アウトプット）】
・システム実装詳細仕様書、運用ガイドライン等の作成数：４件（平成27年度）

新27-0010

(39)
Ｍ２Ｍセキュリティ実証事業
（平成27年度）

― ― 150百万円 1,23

端末の処理能力やライフサイクル等のM2Mの特徴を踏まえ、省エネ・省リソースでセキュアなデータ通信を可能
とし、かつＭ２Ｍシステムに必要な長期間のセキュリティ品質管理を可能とする通信プロトコル及び暗号通信技
術等の情報セキュリティ技術の確立・標準化に向けた調査・実証を行う。

【成果指標（アウトカム）】
・３つの産業分野におけるM2Mセキュリティ技術の実装（開発対象プロトコルが実装されたM2Mサービス数）：３件
（累計）（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・M2Mシステムのセキュリティ技術に関する調査・実証の課題件数：４件（平成27年度）

新27-0011

(38)
オープンデータ・ビッグデータ利活用推進事業
（平成27年度）

― ― 300百万円 1,2,17

(40)
公的個人認証サービス利活用推進事業
（平成27年度）

― ― 498百万円 26

平成26年6月、IT総合戦略本部において設定された「2020年を目途にマイナンバーカードによるワンカード化・ワ
ンストップ化を実現」という目標実現に向け、公的個人認証サービスを活用したユースケースの実証等行う。
①署名検証者となる通信・放送事業者が満たすべきセキュリティ条件、技術的要件の検証
②ケーブルテレビ事業者のセットトップボックスやスマートテレビなど、個人番号カードに対応したアクセス手段の
一層の多様化を図るための読み取り機能の検証・開発
③ワンストップ化に寄与する電子私書箱機能、認証連携等の実証・検証

【成果指標（アウトカム）】
・個人番号カード対応STB出荷台数：15万台（平成28年度）
【活動指標（アウトプット）】
・実証したユースケースの件数：５件

新27-0012



新27-0013(41)
デジタルサイネージ相互運用性検証事業
（平成27年度）

― ― 40百万円 1,5

40百万円

(45)
電子署名及び認証業務に関する法律
（平成12年）

― ― ― 21
電子署名に関し、電子署名の円滑な利用の確保による情報の電磁的方式による流通及び情報処理の促進を図
り、もって国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に寄与するため、当該法第4条に基づき、安全性等に関
する一定の基準に適合した特定認証業務の認定を実施。

デジタルサイネージの相互運用性を確保するとともに、テレビやスマートフォン、タブレット等の各種端末と連携し
た防災・交通情報等の提供、公共空間等での個々のニーズに応じた最適な情報提供を実現するため、以下の検
証を行う。
①　災害情報等の即時性が高く一斉配信が求められる情報を複数のデジタルサイネージで提供するためのデジ
タルサイネージシステムの相互運用性を検証し、要件等を策定
②　各種端末との連携や防災・交通情報の提供等、個々のニーズに応じた最適な情報提供のためのデジタルサ
イネージシステム・各種端末間連携を技術的に検証し、要件等を策定

【成果指標（アウトカム）】
・相互接続の実現：３件（平成29年度）
【活動指標（アウトプット）】
・システム実装詳細仕様書を含む報告書作成：１件

４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップの着実な推進・普及のため、国、放送事業者、機器メーカー、通信事業者等
の関係者が連携して、送受信基盤技術に関する実証を行うとともに、４Ｋ・８Ｋ放送サービスの実用化のために解
決すべき課題について検証を行う。

【成果指標（アウトカム）】
・４Ｋ・８Ｋ放送を行っている事業者の数：７者（平成30年度）
【活動指標（アウトプット）】
・本実証事業によって実用化された基盤技術の件数：６件（平成27年度）

新27-0014(42)
４Ｋ・８Ｋ等最先端技術を活用した放送・通信分野の
事業支援
（平成27年度）

― ― 400百万円 3

(44)
沖縄振興推進調査費（内閣府からの移替え）
（平成24年度）
（平成27年９月30日追記）

10百万円
(８百万円)

― ― 1

　「沖縄におけるWi-Fi整備のあり方及び利活用方策に関する調査」では、地理的な事情を抱える同県のWi-Fi整
備の現状や課題を把握するとともに、今後の統一的な整備の在り方やWi-Fiが有効に利活用されるための方策
等について提示し、今後の実行性のある振興策の推進のための参考にする資料を得ることとしている。

【成果指標（アウトカム）】
・沖縄県内のWi-Fiの整備等の状況についてのアンケート数
【活動指標（アウトプット）】
・調査に基づく報告書の作成：１件

内閣府0060

(43)
総合特区推進調整費（内閣府からの移替え）
（平成26年度）
（平成27年９月30日追記）

― 1,10
地域医療情報連携基盤の早急な実現に向けて、異なる規格のデータソース間における連携について、複数の
データ連携技術の間でその実現性・効率性を比較検証し、効率的な医療等情報連携に向けた諸課題と対応方
策を調査・検討する。

内閣府0030―

社会経済の情報化の進展に伴い身体障害者の電気通信の利用の機会を確保することの必要性が増大している
ことにかんがみ、通信・放送身体障害者利用円滑化事業を推進するための措置を講ずることにより、通信・放送
役務の利用に関する身体障害者の利便の増進を図り、もって情報化の均衡ある発展に資する。
当該法第４条に基づき、身体障害者の利便の増進に資する通信・放送役務の提供、又は開発を行う者に対し、
国立研究開発法人情報通信研究機構(NICT)を通じて、その経費の２分の１を上限に助成を実施。

(47)
特定通信・放送開発事業実施円滑化法
（平成２年）

― ― ― 1

社会経済の情報化の進展に伴い国民経済及び国民生活における情報の流通の重要性が増大していることにか
んがみ、特定通信・放送開発事業の実施の円滑化に必要な措置を講ずること等により、新たな通信・放送事業
分野の開拓等を通じて電気通信による情報の円滑な流通の促進を図り、もって我が国における情報化の均衡あ
る発展に資する。

(46)
身体障害者の利便の増進に資する通信・放送身体
障害者利用円滑化事業の推進に関する法律
（平成５年）

― ― ― 9,16



・特定事業再編計画の認定を受けた事業者が、特定会社の株式若しくは出資の価格の低落又は債権の貸倒れ
による損失に備えるため、特定株式等の取得価額の100分の70以下の金額を準備金として積み立てた場合、当
該事業年度の所得の計算上、損金に算入することが可能
・事業再編計画、特定事業再編計画の認定を受けた事業者が、認定計画に従って行う合併、会社の分割、事業
若しくは事業に必要な資産の譲受け、出資の受入れ、会社の設立等について、登録免許税の軽減

(49)
中小企業投資促進税制（所得税、法人税）
（平成10年度）

― ― ― 1

中小企業者等が特定機械装置等を取得した場合には、基準取得価額の即時償却又は10％の税額控除（資本金
3,000万円超１億円以下の法人７％）。
※ただし、旧ﾓﾃﾞﾙと比較し生産性が年平均１％以上向上しているものに限る（ｿﾌﾄｳｪｱを除く）。
なお、上記設備に該当しない場合は、基準取得価額の30％の特別償却又は７％の税額控除（税額控除について
は、個人又は資本金3,000万円以下の法人に限る。）

(48)
産業競争力強化法関連税制（法人税、登録免許税）
（平成25年度）

― ― ― 1

中小企業者が取得価額30万円未満の減価償却資産を取得した場合、当該減価償却資産の年間取得価額の合
計額300万円を限度として、全額損金算入(即時償却)を認める。

(51)
沖縄の情報通信産業振興地域において工業用機械
等を取得した場合の法人税額の特別控除（法人税）
（平成10年度）

― ― ― 1
情報通信産業振興地域として定められた地区において、工業用機械等の取得をして電気通信業等の事業の用
に供した場合には、初年度において取得価額の15％（建物等については８％）の法人税額控除

(50)
中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例（所得税、法人税）
（平成15年度）

― ― ― 1

情報通信産業特別地区として定められた地区において新設された法人のうち認定を受けた法人について、設立
後10年間、40％の所得控除

(53)
エンジェル税制（所得税）
（平成9年度）

― ― ― 1
特定中小会社が発行した株式取得に要した金額の控除、未上場ベンチャー企業株式売買に係る損失の繰越控
除

(52)
沖縄の情報通信産業特別地区における認定法人の
所得の特別控除（法人税）
（平成10年度）

― ― ― 1

特定事業再編計画の認定を受けた事業者が、特定会社の株式若しくは出資の価格の低落又は債権の貸倒れに
よる損失に備えるため、特定株式等の取得価額の100分の70以下の金額を準備金として積み立てた場合、当該
事業年度の所得の計算上、損金に算入することが可能

(55)
中小企業投資促進税制（法人住民税、事業税）
（平成10年度）

― ― ― 1

中小企業者等が特定機械装置等を取得した場合には、基準取得価額の即時償却又は10％の税額控除（資本金
3,000万円超１億円以下の法人７％）。
※ただし、旧ﾓﾃﾞﾙと比較し生産性が年平均１％以上向上しているものに限る（ｿﾌﾄｳｪｱを除く）。
なお、上記設備に該当しない場合は、基準取得価額の30％の特別償却又は７％の税額控除（税額控除について
は、個人又は資本金3,000万円以下の法人に限る。）

(54)
産業競争力強化法関連税制（法人事業税）
（平成26年度）

― ― ― 1

中小企業者が取得価額30万円未満の減価償却資産を取得した場合、当該減価償却資産の年間取得価額の合
計額300万円を限度として、全額損金算入(即時償却)を認める。

(57)
沖縄情報通信産業振興税制（事業所税、減収補填
措置）
（平成10年度）

― ― ― 1

(1) １千万円以上の機械等及び１億円以上の建物等に係る情報通信産業等の事業の用に供する施設を新増築
した場合に事業所税（資産割）課税標準を２分の１とする
(2) 事業の用に供する設備・不動産を新増設した者について、地方公共団体が事業税等を課さなかった場合又
は不均一課税をした場合、地方交付税による減収補填

(56)

中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の
損金算入の特例（個人住民税、法人住民税、事業
税）
（平成15年度）

― ― ― 1

特定中小会社が発行した株式取得に要した金額の控除、未上場ベンチャー企業株式売買に係る損失の繰越控
除

(58)
エンジェル税制（個人住民税）
（平成9年度）

― ― ― 1



※１　政策とは、「目標管理型の政策評価の実施に関するガイドライン」（平成25年12月20日政策評価各府省連絡会議了承）に基づく別紙１の様式における施策に該当するものである。

※２　前年度繰越し、翌年度繰越しの他、移流用増減、予備費での措置等を含む。

※３　測定指標は施策目標の達成状況が端的に分かる指標を測定しており、必ずしも達成手段と関連しないため「－」となることがある。

(59)
コンテンツ海外展開等促進基金
（平成24年度）

― ― ― 4

①ローカライズ支援
経済産業省と総務省で共同で、公募による法人を通じ、クールジャパン戦略に役立つ放送コンテンツ、映画等の
映像コンテンツに対する現地語字幕の付与・吹き替え等（ローカライズ）に対して、1/2補助を実施する。
　対象者：民間企業
②プロモーション支援
経済産業省が、公募により選定する法人を通じ、クールジャパン戦略に役立つプロモーションにつき、その活動
費の一部を補助する。
　対象者：民間企業

【活動指標（アウトプット）】
・補助事業者への交付決定額
【成果指標（アウトカム）】
・本施策のローカライズ支援を受けたコンテンツの量（時間）/本施策の支援を受けたプロモーション件数

基金シート番号26-
003

日本再興戦略

平成25年6月14日
(平成26年6月24日改
訂)
(平成27年6月30日改
訂)

第一　総論
第二　３つのアクションプラン

世界最先端ＩＴ国家創造宣言

平成25年6月14日
(平成26年6月24日改
定)
(平成27年6月30日改
定)

Ⅲ．目指すべき社会・姿を実現するための取組
Ⅳ．利活用の裾野拡大を推進するための基盤の強化 等

政策の予算額・執行額
34,686百万円

（20,478百万円）
22,761百万円 13,366百万円

政策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等の
うち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）
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